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１ 計画策定の意義 
 

私たちの生産活動や生活の基盤である自然環境は未来世代との共有財産で

あり、次代を担う世代にしっかりと引き継ぐことは、私たちの責任である。 

 

本町のまちづくりの理念は、森と海に象徴される豊かな自然と共生しなが

ら、安定した産業基盤の構築と、住民誰もが潤いのあるいきいきとした生活

を送れる北の理想郷をめざすことから、「こころが結ぶ『森と海』優しさと活

気あふれる北の理想郷」を将来像として、着実にまちづくりを進めている中、

「持続可能な循環型社会の推進」は、基本目標の一つである「豊かな自然と

共生するまちづくり」に位置づけられている。 

 

循環型社会を形成するためには、私たちの日常生活や事業活動を循環型の

スタイルに転換するとともに、“ごみを出さない環境づくり”を進めるため、

本町として循環型社会の実現と良好な水環境の保全を目標とした「一般廃棄

物処理基本計画」を策定し、令和５年度に見直しを行っている。 

 

また、廃棄物の処理は、本町と周辺の 2 町 1 村で構成する南宗谷衛生施設

組合の広域処理システムを基本とし、汚泥再生処理、焼却処理、粗大ごみ処

理後、それぞれの最終処分場で埋立処理している。 

 

このような状況の中、容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関

する法律第 8 条に基づき、一般廃棄物の大宗を占める容器包装廃棄物を分別

収集し、地域における容器包装廃棄物の「えさし５R」（リフューズ・リデュ

ース・リユース・リペア・リサイクル）を推進し、最終処分量の削減を図る

目的で、町民・事業者・行政それぞれの役割や、具体的な推進方策を明確に

し、これを公表することにより、すべての関係者が一体となって取組むべき

方針を示したものである。 

 

本計画の推進により、さらなる廃棄物の減量や最終処分場の延命化、温室

効果ガスの削減、資源の有効利用が図られ、循環型社会の形成が促進される

ものである。 
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２ 基本的方向 

本計画を実施するにあたり、基本的方向を以下に示します。 

① 容器包装廃棄物の発生抑制、再利用、リサイクルを基本とした地域社

会づくりの推進。 

② 自然環境保全を前提とした適切な廃棄物処理施設の建設及び廃棄物循

環型・省エネルギーを考慮した処理システム化の推進。 

③ 町民・事業者と協働したごみの減量化・適正処理、リサイクル活動の

積極的な推進。 

④ すべての関係者が一体となった取組みによる環境負荷低減を図る。 

 

３ 計画期間 

本計画の計画期間は、令和８年 4 月を始期とする 5 年間とし、令和 10 年

度に改定する。 

 

４ 対象品目 

本計画は、容器包装廃棄物のうち、スチール製容器、アルミ製容器、ガラ

ス容器（無色・茶色・その他）、飲料用紙製容器、紙製容器包装、段ボール、

ペットボトル、プラスチック製容器包装を対象とする。 

 

５ 各年度における容器包装廃棄物の排出量の見込み 

（法第 8 条第 2 項第 1 号） 
本町における容器包装廃棄物の見込み量を表­1 に示し、品目ごとの排出

量の見込み量を表­2 に示す。 

 

表­1 容器包装廃棄物の見込み               単位：ｔ/年 

区 分 8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 12 年度 

容器包装廃棄物 449.00 444.00 441.00 436.00 435.00

 

表­2 品目ごとの排出量の見込み                          単位：ｔ/年 

区 分 8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 12 年度

スチール製容器 20 20 20 20 20

アルミ製容器 36 36 35 35 35
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施設等の見学会を活用し、町民の幅広い年齢層に対応した学習機会の提供

や、事業者に対する事業系廃棄物については、令和５年４月に町内全事業

者を対象に配布した「事業系ごみ適正処理ガイドブック（町独自作成）」に基

づく排出者責任の指導強化・啓発活動を実施し、事業者間の公平性を確保

するとともに、環境審議会を通じて、ごみ処理の実態、最終処分場の延命

化対策、ごみ処理に要する経費の状況について、理解を深める取組みを推

進する。 

③ ごみの減量化の徹底 

商工会との連携から、スーパーマーケットなど小売店での包装の簡素化

を図り、EOS 放送を積極的に活用したマイバック、マイ・カトラリー持参

の徹底や、フリーマーケットの推進・普及啓発の強化により、容器包装の

使用の合理化を促進する。 

また、ごみ減量化に向けて、町民・事業者・行政の協働による「ごみ減

量化中長期対策」を継続して進める。 

④ 転入者を対象にした分別排出の徹底 

転勤族の転入が活発化する 4 月～5 月を分別排出の集中徹底期間として、

転入者に対する分別排出マニュアル DVD の配布や、EOS 放送による分別

方法の番組を放映し、分別排出の周知徹底を図る。 

 

７ 分別収集をするものとした容器包装廃棄物の種類及び当該容器包

装廃棄物の収集に係る分別の区分（法第 8 条第 2 項第 3 号） 

最終処分場の残余容量、廃棄物処理施設の整備状況等を勘案し、分別収集

する容器包装廃棄物の種類を表­3 左欄に定め、分別収集に対する町民の協

力しやすさ、行政が有するリサイクルセンター、収集運搬機材等を勘案し、

収集に係る区分は、表­3 右欄のとおりとします。 

 

表­3 種類及び分別の区分 

分別収集をする容器包装廃棄物の種類 収集に係る区分 

主としてスチール製 

主としてアルミ製の容器 
缶 

主としてガラス製の容器 

無色・茶色・その他の色のガラス製容器 
ガラスびん 

主として紙製の容器であって飲料を充てんするためのもの（原

材料としてアルミニウムが利用されているものを除く） 
飲料用紙パック 

主として段ボール製の容器 段ボール 
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主として紙製の容器であって上記以外のもの 
飲料用紙パック 

段ボール以外の紙製容器包装 

主としてポリエチレンテレフタレート（PET）製の容器であっ

て飲料、しょうゆ等を充てんするためのもの 
ペットボトル 

主としてプラスチック製の容器包装であって上記以外のもの 

白色の発泡スチロール製食品

トレイ（以下「白色トレイ」）

ペットボトル、白色トレイ以外

のプラスチック製容器包装 

 

８ 各年度において得られる分別基準適合物の特定分別基準適合物ご

との量及び容器包装リサイクル法第 2 条第 6 項に規定する主務省令

で定める物の量の見込み（法第 8 条第 2 項第 4 号） 

表­4 適合物ごとの量 

 8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 12 年度 

主として 

スチール製容器 
20.00ｔ 20.00ｔ 20.00ｔ 20.00ｔ 20.00ｔ

主として 

アルミ製容器 
36.00ｔ 36.00ｔ 35.00ｔ 35.00ｔ 35.00ｔ

無色の 

ガラス製容器 

合計 21.00ｔ 合計 21.00ｔ 合計 21.00ｔ 合計 21.00ｔ 合計 21.00ｔ

引渡量 21.00ｔ 引渡量 21.00ｔ 引渡量 21.00ｔ 引渡量 21.00ｔ 引渡量 21.00ｔ

茶色の 

ガラス製容器 

合計 27.00ｔ 合計 27.00ｔ 合計 27.00ｔ 合計 27.00ｔ 合計 27.00ｔ

引渡量 27.00ｔ 引渡量 27.00ｔ 引渡量 27.00ｔ 引渡量 27.00ｔ 引渡量 27.00ｔ

その他 

ガラス製容器 

合計 18.00ｔ 合計 18.00ｔ 合計 16.00ｔ 合計 16.00ｔ 合計 16.00ｔ

引渡量 18.00ｔ 引渡量 18.00ｔ 引渡量 16.00ｔ 引渡量 16.00ｔ 引渡量 16.00ｔ

主として紙製の容器であ

って飲料を充てんするた

めのもの（原材料として

アルミニウムが利用され

ているものを除く） 

2.00ｔ 2.00ｔ 2.00ｔ 2.00ｔ 2.00ｔ

主として 

段ボール製容器 
190.00ｔ 187.00ｔ 189.00ｔ 184.00ｔ 183.00ｔ

主として紙製の容

器包装であって上

記以外のもの 

合計 27.00ｔ 合計 25.00ｔ 合計 25.00ｔ 合計 25.00ｔ 合計 25.00ｔ

引渡量 27.00ｔ 引渡量 25.00ｔ 引渡量 25.00ｔ 引渡量 25.00ｔ 引渡量 25.00ｔ

主としてポリエチレンテ

レフタレート（PET）製

の容器であって飲料又は

しょうゆその他主務大臣

が定めるためのものプラ

スチック製容器包装 

合計 49.00ｔ 合計 49.00ｔ 合計 48.00ｔ 合計 48.00ｔ 合計 48.00ｔ

引渡量 49.00ｔ 引渡量 49.00ｔ 引渡量 48.00ｔ 引渡量 48.00ｔ 引渡量 48.00ｔ

主としてプラスチ

ック製の容器包装

であって上記以外

のもの 

合計 59.00ｔ 合計 59.00ｔ 合計 58.00ｔ 合計 58.00ｔ 合計 58.00ｔ

引受量 52.00ｔ 

独 自 処 理 7.00

ｔ 

引受量 52.00ｔ

独 自 処 理 7.00

ｔ 

引受量 51.00ｔ

独 自 処 理 7.00

ｔ 

引受量 51.00ｔ 

独 自 処 理 7.00

ｔ 

引受量 51.00ｔ

独 自 処 理 7.00

ｔ 

 うち 

白色トレイ 

合計 7.00ｔ 合計 7.00ｔ 合計 7.00ｔ 合計 7.00ｔ 合計 7.00ｔ

独自処理 7.00ｔ 独自処理 7.00ｔ 独自処理 7.00ｔ 独自処理 7.00ｔ 独自処理 7.00ｔ
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表­5 再資源化の方法 

○特定分別基準適合物 

品 目 名 再資源化実施者 
再資源化実施者が指定法人 

以外の場合の再資源化方法 

無色のガラス製容器 指定法人  

茶色のガラス製容器 指定法人  

その他のガラス製容器 指定法人  

ペットボトル 指定法人  

プラスチック製容器包装 指定法人  

紙製容器包装 指定法人  

白色トレイ 回収業者 溶融処理 

○第 2 条 6 項物 

品 目 名 再資源化の方法等 

スチール製容器 北海道内の金属回収業者へ売却 

アルミ製容器 北海道内の金属回収業者へ売却 

飲料用紙製容器包装 北海道内の古紙回収業者へ売却 

段ボール 北海道内の古紙回収業者へ売却 

 

 

９ 各年度において得られる分別基準適合物の特定分別基準適合物ご

との量及び容器包装リサイクル法第 2 条第 6 項に規定する主務省令

で定める物の量の見込みの算出方法 

表­6 

8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 12 年度 

7,312 人 

（対前年度比） 

99.2％ 

7,254 人 

（対前年度比）

99.2％ 

7,196 人 

（対前年度比）

99.2％ 

7,138 人 

（対前年度比） 

99.2％ 

7,082 人 

（対前年度比）

99.2％ 

 ※枝幸町一般廃棄物処理基本計画に基づく予想人口 

 

10 分別収集を実施する者に関する基本的な事項 

（法第 8 条第 2 項第 5 号） 

 分別収集は、委託業者が現行の収集体制を活用して行う。なお、例年実

施している町内中学 3 校で分別収集は、引き続き実施する。 
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11 分別収集の用に供する施設整備に関する事項 

（法第 8 条第 2 項第 6 号） 

 現在、枝幸地区と歌登地区にそれぞれリサイクルセンターを有しているが、

令和４年３月策定の「枝幸町一般廃棄物リサイクル・資源化施設長寿命化計

画」において、両リサイクルセンターの将来計画による目標年数の設定、延

命化に必要となる改良事項を検討し、廃棄物処理 LCC による延命化の効果

を確認した結果、歌登リサイクルセンターについては、令和８年４月枝幸リ

サイクルセンターに完全集約し、資源化処理を継続して行う。 

また、枝幸リサイクルセンターにおいては、令和６年度から稼働率の低下

が見られる圧縮梱包機（発泡スチロール減容設備）において、環境省の循環

型社会形成推進交付金事業を活用し、高効率の機器に変更するほか、工場棟

の LED 化を進め温室効果ガス削減に寄与する施設整備を図る。 

 

表­7 分別収集の用に供する施設整備計画 

分別収集する容器

包装廃棄物の種類 

収集に係る 

分別の区分 
収 集 容 器 収 集 車 中 間 処 理 

スチール製容器 

缶類 

専用回収ネット 

多室型分別収集車 

及び平ボディ車 

リサ イ クル セ ンタ

ー（選別・圧縮・保

管） アルミ製容器 

無色の 

ガラス製容器 

びん類 

平ボディ車 

ストックヤード 
茶色の 

ガラス製容器 

その他の色の 

ガラス製容器 

飲料用紙製容器 紙パック 専用回収 BOX 

リサ イ クル セ ンタ

ー（選別・圧縮・保

管） 

段ボール 段ボール 束ね縛る 

紙製容器包装（雑紙

類含む） 

紙パック・段ボール・

古紙類を除くもの 
指定袋 

多室型分別収集車 

及び平ボディ車 
ペットボトル ペットボトル 専用回収ネット 

プラスチック製 

容器包装 

白色トレイ・プラスチ

ック製容器包装 
指定袋 

平ボディ 

及びパッカー車 

上記以外の搬入 
収集に係る 

分別の区分 
収 集 容 器 収 集 車 中 間 処 理 

新聞紙・雑誌 

オフィス用紙等 
古紙類 束ね縛る 平ボディ車 

リサ イ クル セ ンタ

ー（選別・圧縮・保

管） 

使用済小型家電 

金属類 
小型家電、金属類 

専用回収 BOX 
拠点 収 集及 び 対面

回収（平ボディ車） 

リサ イ クル セ ンタ

ー（選別・保管） 
衣類等繊維 古着 

剪定枝 剪定枝 

長さ 80 ㎝以内直

径 30 以内に束ね

縛る 

平ボディ車 
専用の作業場（チッ

プ化・一時保管） 
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表­8 分別収集計画に必要な施設計画 
 

施設の種類 対象とする容器包装廃棄物の種類 施設等の仕様 

枝幸リサイクルセンター 
缶類・びん類・紙類・ペットボトル・

発泡白色トレイ・プラスチック 

建築面積 1,180.47 ㎡ 

鉄骨造・平屋 

ストックヤード含む 

トラックスケール 30ｔ 

 

選別・圧縮設備 
缶類 

 スチール缶・アルミ缶 

缶自動選別機 

 能力：0.45ｔ/h 

 台数：1 基 

缶圧縮設備 

 能力：0.45ｔ/h 

 台数：1 基 

びんストックヤード 
びん類 

 無色・茶色・その他ガラスびん 

手選別 

 84 ㎡ 3 区画 

圧縮梱包機 

ペットボトル 

圧縮梱包設備 

 能力：0.1ｔ/h 

 台数：1 基 

プラスチック製容器包装 

圧縮梱包設備 

 能力：0.2ｔ/h 

 台数：1 基 

紙製容器包装・段ボール 

圧縮梱包設備 

 能力：0.59ｔ/h 

 台数：1 基 

半自動梱包機 雑誌・古紙 

半自動梱包機 

 能力：0.1ｔ/h 

 台 

数：2 台 

歌登リサイクルセンター びん類・発泡白色トレイ、小型家電

建築面積 198 ㎡ 

鉄骨造・平屋 

トラックスケール 20ｔ 

 
びんストックヤード 

びん類 

 無色・茶色・その他ガラスびん 

手選別 

 116.55 ㎡ 3 区画 

資源物保管格納庫 発泡白色トレイ、小型家電 
建築面積 117 ㎡ 

鉄骨造り 

発泡減容機 発泡白色トレイ 

減容設備 

 能力：0.1ｔ/h 

 台数：2 基 

資源物保管ヤード 
小型家電・発泡インゴット保管、剪

定枝の一時保管 

D 型ハウス 

鉄骨造 97 ㎡ 

 

 

12 その他容器包装廃棄物の分別収集の実施に関し重要な事項 

 ごみ処理に関する評価と課題を踏まえて、町民や事業者の意見、要望を

反映させ、容器包装廃棄物の分別収集を円滑かつ効率的に進めていくとと

もに、更なるごみ減量化に向けて、町民・事業者・行政の協働による「ご

み減量化中長期対策」をより一層進めるため、次の取組みを実施する。 
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【ごみ処理の評価】 

 ◆ごみ排出量の評価 

  北海道の類似市町村における数値を評価基準 100 とした評価指数で評

価すると、平均（H30～R4）で 80.2 ポイントに留まっており、今後は

より高い目標に向けて、ごみ削減への取組みを進めていく必要がある。 

 ◆再生利用の評価 

  同じく類似市町村における数値を評価基準 100 とした評価指数で比較

すると、平均で 106.2 ポイントと評価基準を上回る水準となっているが、

今後も分別収集の徹底を継続するとともに、より高い目標へ向けて資源化

への取組みを強化する必要がある。 

◆最終処分の評価 

  同じく類似市町村における数値を評価基準 100 とした評価指数で比較

すると、平均で 130.2 ポイントと評価基準を大幅に上回る値であり、北

海道の目標値は令和４年度において既に達成している。今後も現在実施し

ている取組みの継続とより高い目標へ向けた取組みを進める必要がある。 

 ◆ごみ処理経費の評価 

  同じく類似市町村における数値を評価基準 100 とした評価指数で比較

評価すると、平均で 32.2 ポイントと低く評価基準の約 1.6 倍の費用を負

担している。 

  この要因は、廃棄物処理施設や汚泥再生処理センターでは、当時の高度

な最新技術が採用され、維持管理費が高額にならざるを得ないことに加え、

リサイクルセンターや最終処分場を 2 ヶ所運営していることで、処理経費

の縮減が図りにくい状況にある。 

  今後は収集運搬から中間処理、最終処分に至るすべての過程で処理・処

分の効率化を図り、各施設の長寿命化や集約化等について進める必要があ

る。 

 

【ごみ処理の課題】 

 ◆排出抑制に係る課題 

  1 人 1 日あたりのごみの総排出量は、全道平均に比べ若干高い値で推移

し、生活系ごみ排出量では、全道平均を大きく上回る水準にあり、国や北

海道の実績値には至っていない状況が続いている。 

そのため、南宗谷衛生施設組合とも連携し、町民・事業者に対してごみ

の排出抑制について周知徹底を図ることが必要である。 
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 ◆資源化に係る課題 

  リサイクル率は、令和４年度における目標値には至っておらず、目標の

早期達成に向けて、資源ごみの分別収集の徹底、生ごみの資源化等を推進

する必要がある。 

  容器包装等の資源ごみの資源化については、町が事業主体となり地域の

特性を踏まえて独自に取組んでおり、今後も現体制を維持する。 

  ペットボトル以外のプラスチック製容器包装については、比較的早い時

期から回収を始めるなど、地域において先進的な取組みを行ってきたが、

現段階でも「燃やせるごみ」に多く混入しているプラスチック製容器包装

ごみなど、資源ごみの分別収集の徹底を図ることが求められる。 

  また、小型家電リサイクルや剪定枝回収の取組みや雑紙類を含めた紙製

容器包装ごみへの取組みついては、町民や事業者に対して周知徹底を図り、

更なる回収を目指す必要がある。 

  令和 4 年 4 月 1 日に施行された「プラスチックに係る資源循環の促進

等に関する法律」は、容器包装と製品の一括収集が市区町村に対する努力

義務とされたことから、リサイクルセンターの老朽化の状況や収集・運搬

にかかる事項、環境教育の拠点としての役割に加えて、令和 5 年度に実施

したサンプル調査では、「プラ使用製品類」の占める推計量は約 14.2t と

なり、リサイクル率に換算すると最大で 0.46 ポイント上昇する結果など

を総合的に判断し、現在 2 ヶ所運営しているリサイクルセンターの集約化

と併せて、「プラスチック使用製品廃棄物」の資源化については、令和８年

度以降の早い段階での対応を目指す。 

  

【具体的な取組みの推進】 

  ◆具体的なごみ減量化対策 

① 分別品目の追加検討 

「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律」の施行を受け

て、リサイクルセンターでの前処理や梱包方法の検討、指定機関への引

き取りのため必要となるストックヤード等の課題整理を踏まえ、新たに

「プラスチック使用製品類」の資源化の実施に向けた取組を着実に進め

る。また、広域での取組みが必要な場合においては、将来に向けた課題

として組合構成町村間で協議を進め、積極的な実施を検討する。 

② ごみ処理手数料の見直しについて 

枝幸町の「ごみ有料化」は、平成 12 年 6 月 1 日から開始し全道的に
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見ても早い段階で導入している。有料化を導入した目的は、①排出抑制・

公平性の確保・再生利用の推進、②町民や事業者の意識改革として導入

しており、ごみ処理経費に対する応分の負担としての位置付けではない。 

また、前回の見直しの議論・決定のプロセスを踏まえ、前述の分別品

目追加の可能性、最も重要な視点である有料化を導入した目的としての

再整理のため、「分別不適合調査」結果を用いて、排出抑制や公平性の確

保、再生利用の推進、意識改革など、全体の要素を勘案しつつ、判断す

る。 

③ 資源化業務の集約化と施設整備 

令和４年３月策定の「枝幸町一般廃棄物リサイクル・資源化施設長寿

命化計画」において、両リサイクルセンターの将来計画による目標年数

の設定、延命化に必要となる改良事項を検討し、廃棄物処理 LCC によ

る延命化の効果を確認した結果、歌登リサイクルセンターについては、

令和８年４月から枝幸リサイクルセンターに完全集約する。 

また、完全集約化に向けては、「プラスチック使用製品類」の資源回収

に向けた課題整理と併せて、効率的な作業スペースや適正なストックヤ

ードの確保など、再資源化の取組みがより一層加速することを踏まえ、

効率的かつ効果的な施設整備を実施する。 

④ 分別ルール・マナーの向上対策 

1) ごみの分別ルール・マナー啓発の重点期間を設定：毎年 6 月～7

月、4 月～５月に集中する転入転出の時期が落ち着く２ヶ月を集中

的な啓発重点期間に設定し、転入者・不適正排出者など広く町民へ

の周知徹底を図る。 

   ・EOS 放送を活用した CM による周知 

   ・各事業者への文書による通知 

   ・不適正排出者への指導強化月間に位置付けた取り組みの推進 

2) ごみ分別カレンダーおよびマニュアルのデジタル化 

・令和５年４月からごみ分別カレンダーとマニュアルをデジタル

化し、全世帯・全事業者へリアルタイムで情報提供できる自主放

送のデータ放送での配信を開始し、ごみの排出抑止と分別排出の

周知徹底を強化する。 

 

 

 


